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試験科目 ： 政治学 

 
以下の問いに答えなさい。 
 
問題１．次の 3 つの語句のうち 2

．
つ
．
を選び、できるだけ詳しく説明しなさい。なお解答

に際しては、選択した語句の番号を冒頭に記したうえで、解答を記入すること。 
  ① 競争的権威主義（competitive authoritarianism） 
  ② 利益集団（interest group） 
  ③ カルテル政党（cartel party） 

（50 点） 
 

 

 

問題２．地方自治体の活動において、どのように政策評価が位置付けられているのかを

説明するとともに、政策評価の意義と課題について論じなさい。 
（50 点） 

 
 



令和２年度北海道大学大学院公共政策学教育部 

入学者試験〈専門科目試験問題〉 

試験科目 ： 行政法 

 
第 1 問 「行政上の義務履行確保のための強制的な制度は、法律の委任に基づかない条例

により定めることができない」という見解がある。この見解の根拠となる条文を指摘した

上で、その妥当性について論評しなさい。（50 点） 
 
第 2 問 X 社は、Y 市が「研究・開発地区にふさわしい快適な環境と良好な景観を形成し、

保全すること」を目標とし決定した地区計画の区域内において、精密機器の研究開発等を

行う工場を有する企業である。同区域内では、地区整備計画により、騒音振動等により環

境の悪化をもたらすおそれのないもので、①マイクロコンピューター関連等の先端技術を

活用する製造業に係る研究開発を主体とする工場、及び②同区域の利便を増進する為の業

務に係る店舗を有する工場のみが建築を認められていたところ、建築基準法 68 条の 2 に基

づく条例が制定されていなかったため、同規制に違反する建築行為を行う者に対しては、

都市計画法 58 条の 2 第 3 項に基づく勧告のみを行うことができ、これに従わないことに対

する罰則その他いかなる行政上の制裁措置も存在しなかった。そこで A 社は、X の工場の

隣接地である同区域内において市立中学校の給食調理等を行う給食センターの建設を予定

し、Y 市長に対し、都市計画法 58 条の 2 第 1 項に基づく届出をした。このとき、X の取り

うる裁判上及び裁判外の救済方法について、論じなさい。（50 点） 
 
（参照条文） 
【都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）】 
第 58 条の 2 地区計画の区域〔中略〕内において、土地の区画形質の変更、建築物の建築

その他政令で定める行為を行おうとする者は、当該行為に着手する日の 30 日前までに、国

土交通省令で定めるところにより、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日そ

の他国土交通省令で定める事項を市町村長に届け出なければならない。〔後略〕 
2 前項の規定による届出をした者は、その届出に係る事項のうち国土交通省令で定める事

項を変更しようとするときは、当該事項の変更に係る行為に着手する日の 30 日前までに、

国土交通省令で定めるところにより、その旨を市町村長に届け出なければならない。 
3 市町村長は、第 1 項又は前項の規定による届出があつた場合において、その届出に係る

行為が地区計画に適合しないと認めるときは、その届出をした者に対し、その届出に係る

行為に関し設計の変更その他の必要な措置をとることを勧告することができる。 
4 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、必要があると認めるときは、

その勧告を受けた者に対し、土地に関する権利の処分についてのあつせんその他の必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 
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【建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）】 
第 68 条の 2 市町村は、地区計画等の区域〔中略〕内において、建築物の敷地、構造、建

築設備又は用途に関する事項で当該地区計画等の内容として定められたものを、条例で、

これらに関する制限として定めることができる。〔第 2 項以下省略〕 
 

以  上 
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